　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式１

 　　年　 　月 　　日　　　


太陽光発電設備等の共同購入事業プロポーザル参加申込書


岐阜県知事　 様



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参 加 申 込 者）

 　法 人 名 称

所 在 地

代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

   　　　　　連 絡 先 （電話番号）
　　　　　　      　　（Fax番号）
　　　　　　　　     　（電子メール）


私は、太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザル公募要領に基づき、太陽光発電設備等の共同購入事業プロポーザルに参加します。
























年　　月　　日
様式２

岐阜県知事　様

太陽光発電設備等の共同購入事業　企画提案書

所　 在　 地：
法　人 名 称：
代表者職氏名：印

※　適宜行間を調整して作成してください。
※　公募要領、仕様書及び別表審査項目を参考に、以下の各項目について、できる限り具体的かつ簡潔に記載してください。

１  企画案の内容等
①　事業の広報、購入希望者の募集
　　　　　・広報手段とその手段を選択した理由
　　　　　・太陽光発電設備の利用促進につなげる広報の工夫点


②　ＷＥＢサイトの構築及び運営
・購入希望者等にとって分かりやすく、利用しやすいＷＥＢサイト構築に向けた工夫点
　　　　　・データの漏えい、改ざん等を防ぎ、個人情報を保護するためのセキュリティ対策


③　施工事業者の公募及び選定
　　　　　・入札に参加できる施工事業者選定における審査項目
・太陽光発電設備及び蓄電池の設置・オプションについて対応できる施工事業者の選定方法


④　問合せ、苦情の申し立て、リスクへの対応等
　　　　　・本事業実施にあたり想定できるリスクおよび対応策（想定される全般的なトラブル防止策、施工事
業者との契約手続きに関するトラブル防止策、施工事業者が倒産した場合の対応等）


⑤　施工監理・検査
　　　　　・専門的な知見を有する者による施工監理や検査がなされるか


⑥　購入希望者への情報提供
・太陽光発電設備の購入が初めての方へも分かりやすく明確な情報提供の工夫点


⑦　事業実績
　　　　　・本事業と同等又は類似の事業実績


⑧　その他
　　　　　・事業効果をさらに引き出すための独自の取組み


２　実施スケジュール
（各月における業務計画を明示した実施スケジュールを記載してください。）


３　実施体制
（業務の実施体制（従事者の名簿及び役割分担、委託先（予定）、委託内容などを含む）を記載してくだ
さい。）


４　業務を実施するに当たっての法人の特色及び優位性
（業務を実施する上で、過去の類似業務実績、スタッフの実績等、他の法人と比較した優位性があれば記
入してください。）


法人等概要書様式３

	（ふりがな）
名称
	（　　　　　　　　　　）


	所在地
	（〒　　　　　　　）


	設立年月日
	西暦　　　年　　　月　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　円

	売上高
	　　　　　　　　　　　円（　　　　年　月期実績）

	税引前当期利益
	　　　　　　　　　　　円（　　　　年　月期実績）

	代表者
	役職　　　　　　　　氏名

	従業員数
	名（うち、正規雇用者　　　　　名）

	担当者氏名
	

	
担当者連絡先
	（〒　　　　　　　）住所
電話番号：　　　　　　　　　　　　FAX：
電子メール：

	理念
活動目的等
	

	
事業内容
	

	事業の主な特色・
実績等
	


※　各項目の幅は、適宜調整してください。なお、１枚以内に納めてください。

誓 約 書様式４

　　
年　　月　　日

岐阜県知事　様

所在地
法人名称
代表者職氏名印


太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザルに参加するに当たり、下記の事項について真実に相違ありません。

記

１　太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザル公募要領の参加者要件を満たしています。



２　提出した書類に虚偽又は不正はありません。






























様式５

SDGｓへの取組み

法人名称：　


下表の「評価の要件」を確認し、該当するものにチェックを入れてください。
（「障がい者雇用」については、（１）（２）のいずれか該当する方にチェック願います。）
※各項目の左側（達成等）をチェックした場合は、それを証明する「添付書類」を添付してください。

	項目
	評価の要件

	環境面の取組み
（１点）
	◆　エコアクション２１
　　　□ 登録されている　　□ 登録されていない
　（添付書類）
　　・登録状況が分かる書類の写し

	社会面の取組み
（１点）
	（１）障害者雇用促進法に規定する障害者雇用状況の報告義務を有する事業者（従業員40人以上）
◆　令和６年６月１日現在の障がい者の法定雇用率（2.5％）
□達成　　□ 未達成
（添付書類）
・令和６年６月１日現在で、主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し

（２）障害者雇用状況の報告義務が無い事業者（従業員40人未満）
※（１）以外の事業者
◆　現時点での障がい者の雇用状況
□１人以上採用している　　□ 採用していない
（添付書類）
・障がい者を雇用していることを証明する書類
・身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の写し（提出にあたっては、利用目的を明らかにしたうえで、本人の同意を得てください。）
・雇用保険被保険者資格取得時に公共職業安定所から交付される「雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届」（公共職業安定所において印字されたもの）の写し

	経済面の取組み
（１点）
	◆　経済産業省「ＤＸ認定制度」の認定状況
□	登録して（認定されて）いる　　□	登録して（認定されて）いない
（添付書類）
　　・登録状況が分かる書類の写し（有効期間内のもの）

	ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度への登録状況
（最大２点）
	◆　ぎふＳＤＧｓ推進パートナーであるか
□ シルバーパートナー（１点）
□ ゴールドパートナー（２点）
□ 登録していない
　（添付書類）
　　・登録状況が分かる書類の写し（有効期限内のもの）


　


様式６


共同体構成員表

　　年　　月　　日

岐阜県知事　様

共同体の名称

構成員（代表者）所在地
法人名称
代表者職氏名印


構成員　　　　　所在地
法人名称
代表者職氏名印


構成員　　　　　所在地
法人名称
代表者職氏名印


※構成員の数に応じて加筆・修正してください。


このたび、太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザルに参加するため、共同体を結成しましたので届け出ます。



様式７

太陽光発電設備等の共同購入事業に関する共同体協定書

第１条（目的）
　当共同体は、太陽光発電設備等の共同購入事業及び当該業務の付帯業務を共同連帯して営むことを目的とする。

第２条（名称）
　当共同体は、　　　　　　　　　　　　（以下「共同体」という。）と称する。

第３条（共同体の事務所の所在地）
　共同体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

第４条（成立の時期及び解散の時期）
１　共同体は、本協定書の締結の日に成立し、業務完了後、実績報告書を提出し、その報告内容について県の承認が得られるまで、解散しない。
２　前項の規定にかかわらず、共同体は、他の法人その他の団体が当該事業を県と契約締結したとき、又は構成員の脱退若しくは除名により当該共同体の構成員が１団体となるときは、解散する。　

第５条（構成員の名称及び所在地）
　共同体の構成員（以下「構成員」という。）は、次の表のとおりとする。
	名称
	所在地

	
	

	
	

	
	



第６条（代表者の名称）
　共同体は、　　　　　　　　　　を代表法人（以下「代表法人」という。）とする。

第７条（代表者の権限）
　代表法人は、次の権限を有するものとする。
（１）当該業務プロポーザルに係る提出書類の作成及び提出
（２）県との契約の締結
（３）当該業務についての委託料の請求及び受領
（４）その他当該業務に係る岐阜県との折衝

第８条（構成員の業務分担及び責任）
１　構成員は、共同体の業務を次の表のとおり分担し、責任を持って履行するものとする。
	構成員の名称
	分担する業務

	
	

	
	

	
	



２　構成員は、前項の業務の履行及びその履行に伴い共同体が負担すべき債務の履行に関し、連帯して責任を負う。

第９条（取引金融機関）
　共同体の取引金融機関は、代表法人の名義の預金口座によって取引するものとする。　

第10条（権利義務の譲渡の制限）
　本協定書に基づく共同体及び構成員の権利義務は、他者に譲渡することができない。

第11条（構成員の脱退）
１　構成員はやむを得ない事由があるときは、共同体を脱退することができる。
２　前項の場合のほか、構成員は、破産手続開始の決定を受けたことをもって脱退する。

第12条（構成員の除名）
１　構成員の除名は、正当な事由がある場合に限り、あらかじめ協議会の承認を得て、他の構成員の一致によりすることができる。
２　前項の規定により構成員を除名したときは、その旨を当該構成員に通知しなければならない。

第13条（解散後の瑕疵担保責任）
　当共同体が解散した後においても、当該業務につき、瑕疵があった時は、各構成員は共同連帯してその責任に任ずるものとする。

第14条（協定書に定めのない事項）
本協定書定めのない事項については、構成員の協議により定めるものとする。


　　年　　月　　日

構成員（代表者）　所在地
　　　　　　　　　名　称印

　　　　　　　　　代表者職氏名

構成員　　　　　　所在地
　　　　　　　　　名　称印

　　　　　　　　　代表者職氏名

構成員　　　　　　所在地
　　　　　　　　　名　称印

　　　　　　　　　代表者職氏名

※　この様式を参考に共同体の協定書を作成し、その写しを提出してください。



　年　　月　　日別添１


岐阜県環境生活部脱炭素社会推進課長　様

公募要領等に関する質問書

太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザル公募要領等について、質問事項がありますので提出します。

				所在地：
				法人名称：
				担当者名：
				電話：
				ＦＡＸ：
				電子メール：

	質問項目
	内容

	・公募要領・仕様書の別
・項目　ページ数等
	

	
	



	
	



	
	




（注意）質問事項は、簡潔に記載してください。

（提出先） 岐阜県環境生活部脱炭素社会推進課温暖化・気候変動対策係
ＦＡＸ：058－272－8407
E-mail：c11268@pref.gifu.lg.jp


 
年　　月　　日別添２


太陽光発電設備等の共同購入事業プロポーザル参加辞退届


岐阜県知事　様

（辞　退　届　出　者）
所　 在　 地
法  人 名 称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
連　 絡　 先  （電話番号）
（FAX番号）
（電子メール）


太陽光発電設備等の共同購入事業に係るプロポーザルについて、下記の理由により辞退します。

記

辞退の理由



